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就労環境〜この10年での変化	









（第２回医師の働き方改革に関する検討会資料より）	



（第２回医師の働き方改革に関する検討会資料より）	



（第13回医師の働き方改革に関する検討会資料より）	



女性医師の就労環境〜この10年での変化	







1.56倍	

2.48倍	

2.94倍	





女性医師の勤務環境の 現況に関する調査報告書 	
（日本医師会　2017年8月）	

夫が同居していると	
「宿日直や	

オンコールの	
ない働き方」	
になりやすい	



夜間休日	
78%	

平日昼間	
22%	

１年間のうち平日昼間はわずか２割	

産科の特殊性	
・お産は時間に	
　関わらない	
　繁忙の予想が困難	
　（オンコールが必要）	
・母と子の２つの命	
・正常から急変するリスク	
・入院から分娩後まで	
　継続した管理が必要	
・適切な提供体制は	
　少子化対策と直結	
	
	
	

時間外医療の問題点	
・限られた人員・検査・設備	
・単なる応急処置ではなく	
　ハイレベルの医療を要求	
　　　　　・ミスは許されず	
　　　　　　最善を尽くしても	
　　　　　　結果が問われる	
　　　・「コンビニ受診」の増加	
　　・時間外は働かなくて済む	
　　　医師との不公平感	
	

夜間休日の医療需要に対応できる体制作りが課題	



	
シフト勤務や複数主治医制における課題	
	
•  業務の引き継ぎをきちんと　診療に支障のないように　	
•  医師として成長し専門性を高めることも重要	
　　　自己研鑽のために残って働くことをどう取り扱うか	
•  業務の量，働く時間帯や曜日等に応じた公平で適正な報酬制	
　　　就業規則や給与要綱の整備	
　　　勤務時間減による報酬減のリスクとその対応	
•  地域性（都市と地方），病院の機能（急性期，慢性期等），診療科	
　　　（時間外救急対応の有無）など施設による違いを考慮　	
•  柔軟な働き方に対応できるように短時間勤務者も組み入れた	
　　　細やかなシフト制・時間外保育などの整備	
•  不規則な勤務による心身の負担を減らし勤務医の健康を守る	
　　　定期健康診断，快適な休憩室等	
•  病診連携の推進，医療機関の機能に応じた業務分担，	
　　　時間外救急対応力向上のための集約化	
•  限られた医療資源の有効利用について住民の理解，受診マナー	



産婦人科医の「働き方改革」宣言と提言（2018年9月1日）　	
　　　　　　　　　日本産科婦人科学会・日本産婦人科医会	
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